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早期英語教育が中等学校英語教育に及ぼす影響についての調査研究
（小学校外国語活動及び中学校1年生の英語学習に関わる実態調査分析）

松　宮　新　吾

要　旨
　本稿では、小学校外国語活動（日本型早期英語教育）が全面実施された2011年に、大阪府教育
委員会の「使える英語プロジェクト事業」の委託を受けて行った小学校外国語活動、及び、中学
校１年生の英語学習に係わる広域実態調査の概要分析結果を報告する。特に、本調査研究では、
小学校外国語活動が中学校英語教育に及ぼす影響や課題を特定し、大阪府における早期英語教育
や小中一貫英語教育を推進するための提言を取りまとめるための根拠となる基礎データを得るこ
とが主たる目的である。
　本調査研究で実施した実態調査は、府内の児童生徒20,877人を対象としたものである。概要分
析の段階では、小学生が外国語活動に対し高い満足度を示しているにも拘わらず、中学校英語に
対する期待度が有意に低く現れていることや、特定の学習因子において地域差が生じ始めている
可能性があることが浮かび上がってきた。

キーワード：�小学校外国語活動（日本型早期英語教育）、使える英語プロジェクト事業、 
広域実態調査、中学校英語教育

１．はじめに

　本調査研究の趣旨は、大阪府教育委員会が2011年度から取り組みを始めた「使える英語プロ

ジェクト事業」（以下、「プロジェクト」）に関わる児童生徒の英語学習実態・意識調査の分析・

考察を行う中で、大阪府の英語教育の実態と課題を明らかにすることである。これにより、小

学校外国語活動（日本型早期英語教育）や小中一貫英語教育の在り方と「プロジェクト」の推

進についての提言を行うとともに、当該事業の実績を検証・評価する。

　なお、筆者は「プロジェクト」の運営委員として、当該事業の実施・推進、及び、事業実施

成果の評価・検証に係わっている。

　本稿では、今日の国の英語教育に関する動向と実態を概観した後に、大阪府における英語教

育の動向と実態を、大阪府の児童生徒を対象に実施した第一次英語学習実態調査・意識調査の

データ分析に基づき考察する。なお、本稿においては、大阪府内の市町村教育委員会が所管す

る小学校５年生、６年生、及び、中学１年生を対象に実施した質問紙調査の概要分析の結果を
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中心に論じる。

２．英語教育に関する国の動向

　社会や経済のグローバル化が急速に進展する中、日本の国際競争力を高めていく英語力の向

上は教育界のみならず産業界など様々な分野に共通する喫緊かつ重要な課題である。この認識

のもと、文部科学省は、2010年11月に「外国語能力の向上に関する検討会」（以下、「検討会」）

を設置し、生徒に求められる英語力や英語教員の質の向上、ALTやICTの活用等について、今

後の施策に反映させるための議論を進めてきた。

　「検討会」は、2011年６月に、これまでの審議内容をまとめた「国際共通語としての英語力

向上のための５つの提言と具体的施策～英語を学ぶ意欲と使う機会の充実を通じた確かなコ

ミュニケーション能力の育成に向けて～」（以下、「提言」）をとりまとめ公表したところである。

　この報告書には、2003年に出された「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」（以

下、「行動計画」）や、2009年に改訂され、2011年度から施行されている小学校学習指導要領「外

国語活動編」の実績や課題等を評価しつつ、今後の英語教育、特に、初等・中等学校英語教育

に関わる５つの提言と、それを実現するための具体的な施策が盛り込まれている。

　「提言」では、「英語を学ぶ意欲を高める」ための創意工夫や教育環境の整備と、「使う機会

の充実」を図ることにより、確かなコミュニケーション能力の育成をめざし、国際共通語とし

ての英語力の向上を達成するという意図が示されてはいるものの、「行動計画」ほどのインパ

クトはなく、焼き直し版的性格を帯びたものとなっている。

　「検討会」が取りまとめた５つの提言は、以下の通りである。

　提言１：生徒に求められる英語力について、その達成状況を把握・検証する。

　提言２：�生徒にグローバル社会における英語の必要性について理解を促し、英語学習のモチ

ベーション向上を図る。

　提言３：ALT、ICT等の効果的な活用を通じて生徒が英語を使う機会を増やす。

　提言４：英語教員の英語力・指導力の強化や学校・地域における戦略的な英語教育改善を図る。

　提言５：グローバル社会に対応した大学入試となるよう改善を図る。

　しかし、これらの提言とそれに付随する具体的施策の詳細を確認してみると、国が2003年に

策定した「行動計画」のマイナー・チェンジ版としての性格が色濃く出ている。このことは、「検

討会」がまとめた「行動計画」の達成状況の検証結果から判断しても明らかである。すなわち、「提

言」では、「行動計画」の達成状況について検証を行った結果を、「一定の成果はあったものの、

生徒や英語教員に求められる英語力など、必ずしも目標に十分到達していないものもあり、真
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に英語が使える日本人を育成するためには、我が国の英語教育についてその課題や方策を今一

度見直すことが必要である。」としている。

　「一定の成果」、「必ずしも・・・十分・・・ない」、「今一度見直す」等の、日本の教育行政

において多用される文言が書き並べられていることから判断しても、2009年までに英語教育の

改善の目標や方向性を明らかにし、その実現のために国として取り組むべき施策を実行するた

めのガイドラインを示した「行動計画」は、その目標を達成することができなかったと評価せ

ざるを得ない。

　また、日本はこれまで何度英語教育を見直してきたであろうか。今回の「提言」においても、

2016年までの達成を目標としていることが明記されている。このように、現状に甘んじながら、

10年毎に行われている学習指導要領の改訂を待っていたのでは、加速度的に変容を遂げている

今日の世界に対応することはおろか、追随することさえ困難となり、外国語教育におけるアジ

アの「ガラパゴス」になりかねない様相を呈している。

　一方、今回取りまとめられた「提言」において評価することができるポイントは数点ある。

まず第１に、具体的施策の中で示されている学習到達目標としてのCAN-DOリストの設定であ

る。これまで一部の都道府県を除き、全国的に、学校における評価システムとして、観点別評

価や指導と評価の一体化をはじめとする評価の方法論が導入され、相対評価から絶対評価へと

移行されてきた。しかし、評価方法は導入されたものの、その根幹を成す評価規準が明確に示

されていなかったため、大きな矛盾をはらんだままとなっていた。「提言」においては、具体

的な学習到達目標をCAN-DOリストとして提示することとしている。しかし、依然として曖昧

さは残されている。CAN-DOリストを設定・実践し、達成状況を把握するのは各学校単位であ

り、国は国として学習到達目標をCAN-DOリストの形で設定することに向けて検討を行う、と

している。2016年までに５年間かけて「検討を行う」だけで日本の英語教育をグローバル・ス

タンダードにまで押し上げることが可能であろうか。

　第２点目は、大学入試の改善に関する提言で、TOEFL等の外部検定試験の活用を推進する

としていることである。各大学学部が求める英語能力・技能の絶対的な到達目標を数値として

示すことにより、小学校、中学校、高等学校と大学教育とを貫く一貫した英語教育が可能にな

ると考える。

３．日本の英語教育の実態

　「検討会」では、2003年の「行動計画」で示されたアクションプランの成果を検証している。「行

動計画」では「大学を卒業したら仕事で英語が使える」という目標を設定し、中学校、高等学

校の授業改善、英語教員の資質・能力向上、英語学習環境の整備・強化を提唱してきた。本稿
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では、生徒の英語力、教員の資質向上、授業の改善の３点に関わる成果指標の概要を示すこと

で、日本の英語教育の実態を概観する。

　（１）生徒の英語力について
　�　生徒の英語力に関する指標として、実用英語検定試験（以下、英検）の合格者比率が示さ

れている。「行動計画」では、中学校卒業時に英検３級程度の英語力を、高校卒業時には英

検２級から準２級程度以上の英語力を身につけることが目標として設定されていた。

　�　公立中学校３年生の英語力については、英検３級以上を取得した者の比率は18.3％で、同

程度とみなされる生徒14.0％を含め、計32.3％とされている。

　�　公立高等学校３年生の英語力については、英検準２級以上を取得した者の比率は10.7％。

同程度とみなされる生徒19.6％を含め、計30.3％となっている。なお、同程度の根拠は明確

には示されていない。（2008年度英語教育改善実施状況調査）

　�　このデータから判断できるとおり、目標を達成することができた生徒は依然として少ない。

また、「大学を卒業したら仕事で英語が使える」という目標の到達度については、海外の大

学への留学をめざす大学生が主として受験するTOEFL iBTのテスト・スコアにより判定を

試みる。2008年度のTOEFL iBTの日本人受験者の平均点は70点（120点満点）で、全世界

163カ国と地域の中で、カタール、トーゴ、クウェートと並び135位となっている。また、こ

の成績は、韓国の81点世界80位に大きく差をつけられ、アジア30カ国中27位となっている。

このような実態から判断して、『英語が使える日本人』の育成という目標は達成されなかっ

たと結論づけることが妥当である。

　（２）英語教員の英語力について
　�　「行動計画」では英語教員に求められる英語力として英検準１級、TOEFL（PBT）550点、

TOEIC730点程度以上が目標として設定されていた。これについては、中学校英語教員で英

検準１級程度以上を取得した者の比率は、24.2％（2009年度公立小中学校における教育課程

の編成・実施状況調査）で、高等学校英語教員で英検準１級程度以上を取得した者の比率は、

48.9％（2010年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査）となっている。こ

の数値から判断できるとおり、英語教員の英語力はグローバル・スタンダードからはほど遠

く、教えるための英語力や専門職業人としての英語運用能力が十分に開発されていないこと

が窺える。

　�　また、TOEFL等の検定試験や技能試験を受験したことのない英語教員の比率は、中学校

で40％、高校で30％程度とされている。校務や生徒指導等に追われ自己研鑽や研修のための

時間や機会すら見いだせない教員の姿が見えてくる。
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　（３）英語の授業の改善に関わる成果指標
　�　英語の授業改善に関わる成果指標として、高校での英語による授業の実施率が示されてい

る。

　�　高校の授業における英語担当教員の英語使用状況として、普通科のオーラルコミュニケー

ションⅠの授業において発話のほとんどを英語で行っている教員の比率は19.6％で、発話の

半分以上を英語で行っている教員の比率は、32.8％であるとされている。（2010年度公立高等

学校における教育課程の編成・実施状況調査）

　�　なお、新学習指導要領では、2013年度から高校の英語の授業は、英語で行うことを基本と

するということが明記されている。

　以上、「行動計画」についての成果指標の概観を通して浮かび上がってくる日本の英語教育

の実態は、決して満足できるものではなく、現行の英語教育体系の中で教育を受け育成される

児童・生徒の英語運用能力については、アジア諸国の現状と比較しても、さらに、厳しいもの

が予測される。

４．大阪府における英語教育の動向

　このような実態を鑑み、大阪府教育委員会では、小・中・高等学校での英語教育を改善・推

進することを目的に、「プロジェクト（小中学校版：英語を使うなにわっ子育成プログラム、以下、

「なにわっ子」、高校版：English Frontier High School、以下、「フロンティア」）」を、2011年

度予算で立ち上げたところである。

　（１）「なにわっ子」の目的と取り組み
　�　小中学校をターゲットにした「なにわっ子」においては、大阪府内の50の中学校区をプロ

ジェクト推進校区として指定し、教科書内容の確実な習得と定着を図るとともに、コミュニ

ケーションに対する積極的な態度や、自分の考えや意見を正確に伝えることができる力を育

成することとしている。そのために、家庭学習習慣の定着を図るための工夫を促したり、児

童生徒の自学自習力を向上させるための取り組みを推進したりするとしている。「なにわっ

子」の取り組みにおいて重要な鍵となるのが、各学校での授業実施のガイドラインとなる

CAN-DOリストの作成と実践である。また、本年度の取り組みにおいては、家庭での学習習

慣を形成し、自律的な学習者を育成することを目的に作成・配布した音声CDの有効活用に

ついて、その成果が注目されるところである。
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　（２）「フロンティア」の目的と取り組み
　�　「フロンティア」では、国際社会に通用する人材の育成と府立高校生の英語コミュニケー

ション能力のさらなる向上を目的に、府立高校24校を英語教育フロンティア取り組み推進校

（English Frontier High Schools）として指定し、それぞれの学校や生徒の実態に応じて設定

された４つの到達度レベルに基づき、英語教育推進のための実践的な取り組みを行うことと

している。

　�　「フロンティア」の取り組みで特筆すべき事は、TOEFL iBT、TOEICのスコア、及び、

英検の級だけではなく、独自のコミュニケーション・レベルを設け、取り組みレベル毎に到

達すべき目標が明確に示されていることである。これにより、通常の授業実施段階において

も、また、「フロンティア」への取り組み実績を検証・評価する段階においても、具体的で

明確な評価指標とすることができるよう工夫されている。

５．調査研究について

　本章では、「なにわっ子」で指定された大阪府内の50の中学校区で実施された英語学習実態・

意識調査のデータ分析に基づき、大阪府の小学校５年生、６年生の英語教育の実態を明らかに

する。

5-1．調査研究の目的
　�　「なにわっ子」に係わる各市町村教育委員会と各学校の取り組みに関する提言や指導助言

を行うとともに、事業実施効果を検証することを目的に本調査研究を実施する。そのために、

実践研究校の児童生徒を対象に外国語活動や英語の授業に対する学習志向、学習態度や学習

習慣、コミュニケーション特性等に関する質問紙調査を行い分析する。これにより、2011年

度から全国一斉にスタートした小学校５年生、６年生における外国語活動の特性や課題を把

握し、中学校での英語教育へと系統的・発展的につなぐための提言を行う。

5-2．調査研究の概要
　（1）調査対象集団について

　　�　「なにわっ子」で指定された大阪府内の33市町村50の中学校区にある小学校５年生6,891

名、６年生7,102名、及び、中学校１年生6,884名、合計20,877名を対象に調査を行う（第一

次調査、第二次調査とも同一の調査対象集団で実施予定）。調査対象一覧を表１に示す（市

町村名はあいうえお順）。
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　（2）調査時期について

　　第一次調査：2011年７月７日（木）から８月４日（木）

　　第二次調査：2012年１月16日（月）から２月16日（木）

　�　なお、調査時期については、学校行事等を配慮し、調査研究協力校の実態に応じ、柔軟に

対応することとした。

　（3）調査方法について

　�　小学校においては、外国語活動の時間、または、学活等の時間を一部活用し、担任教員の

指導・監督のもと、質問紙調査実施の趣旨説明を行い、回答・記入上の注意事項を確認しな
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がら、クラス単位で調査を実施し回収する。

　�　中学校においては、英語の授業の一部で英語担当教員が、または、ホームルームの時間の

一部を利用しクラス担任教員が、質問紙調査実施の趣旨説明を行った上で、回答・記入上の

注意事項を確認しながら、クラス単位で調査を実施し回収する。

　�　なお、小学校、中学校とも回答に要する時間は15分程度とし、趣旨説明や注意事項の指示

等を含め、20分程度で質問紙調査を終了するよう求めた。また、質問紙調査実施の際には、

児童生徒の実態に合わせ、実施担当教員がペースメーカーとして各質問項目を読み上げるな

どの配慮を行うことも併せて依頼した。

　�　各学校では、集計用のエクセル・ファイルに担当教員がデータを入力・確認し、各市町村

教育委員会が取りまとめ、大阪府教育委員会（「プロジェクト」推進協議会）へ送付するよ

う依頼した。

　�　調査研究協力校毎にとりまとめられたロー・データファイルを集約し、入力データの精査

を行うため、外れ値検定により入力データの不備や欠損の有無を検証した。データ入力上の

エラーが発見された場合には、「プロジェクト」推進協議会を通じて、各市町村教育委員会

に通知をし、データの確認・訂正を求めた。

5-3．質問紙について
　第一次調査用の質問紙は、松宮（2011）が、枚方市教育特区事業における小学校英語活動の

調査研究用に開発した「小学校英語活動アンケート調査」をベースに、多変量解析による分析

を行うことを前提に、「なにわっ子」推進協議会が作成したものである。

　作成した質問紙は、小学校５年生、６年生、及び、中学校１年生が、回答しやすくするため

に、４段階のプリコード法による多項選択形式の段階評価（4. あてはまる。3. どちらかといえ

ば、あてはまる。2. どちらかといえば、あてはまらない。1. あてはまらない。）を採用した。

　小学生用の質問紙では、24項目の質問を設け、外国や英語に対する興味・関心、外国語活動

に関する意欲、態度、好意性や、コミュニケーションに対する態度や親和性等に対する回答を

求めた。24項目中２項目はカテゴリの並びに順序のない多項選択式で単数回答を求めた（表３、

表４）。

　中学１年生用の質問紙では、27項目の質問を設け、英語学習の実態や外国、外国の人、コミュ

ニケーションに対する興味、関心、意欲、態度や好意性、志向性等に対する回答を求めた。内、

３項目はカテゴリの並びに順序のない多項選択式で単数回答を求めた（表５）。

　小学生用質問紙では多変量解析の対象となる質問項目数は22項目、中学１年生用質問紙では

23項目である。各質問項目をカテゴリ分けしたものを表２に示す。
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　小学校５年生と６年生に対しては、同一の質問紙を用い調査を実施することとした。外国語

活動が年次移行による段階的な実施ではなく、本年度からの一斉実施により、５年生と６年生

でスタートしたこと、また、５年生と６年生における発達特性や、外国語活動の学習内容等を

考慮した結果、学年間における相違を設ける必要が無いと判断したためである。さらに、学年

間の比較分析を行いやすくすることも目的の一つである。

　中学校１年生に対しては、中学校の英語の授業特性を反映した質問紙をデザインし、調査を

実施した。なお、小学生との比較分析を行うことができるよう、可能な範囲で質問項目内容を

統一した。

5-4．分析方法の概要
　本年度は、小学校外国語活動が全面実施された初年度であるため、外国語活動や英語学習に

対する児童生徒の意識・実態における市町村間のバラツキを検証する必要がある。統計的な有

意差が生じているかどうかを検証することは、教育行政のみならず各学校や授業担当教員に対

して重要な示唆を与えるものであると考える。そのために、以下に示す分析の流れに従い、学

年毎にデータ処理・分析を行い、考察を加える。

（1）基本統計量の算出による回答傾向と概要の把握

　�　分析の対象とするデータファイルを学年毎に取りまとめ、小学校外国語活動と、中学校１

年生における英語学習の実態や、児童生徒の異文化やコミュニケーション活動に対する意識

等の概要を把握することを目的に、基本統計量の算出とヒストグラムの作成を行い、各質問

項目に対する児童生徒の回答傾向を把握する。

（2）因子分析によるデータの圧縮・整理

　�　質問紙調査により得られた複数のデータを整理・圧縮し、より少ない変数で調査対象集団

の特性や傾向を記述したり、比較したりするための因子を抽出することを目的に、因子分析

を行う。

（3）分散分析による市町村間の有意差の検証
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　�　固有の因子を抽出することができれば、因子毎に下位尺度得点を算出し、33の市町村別、

学年別の分散分析による多重比較を行い、市町村間における統計的有意差の有無を検証する。

（4）重回帰分析による因子間の因果関係や因果構造の探求

　�　算出された因子得点と下位尺度得点を用い、因子相互の因果関係や因果構造を明らかにす

る。これにより、外国語活動や英語学習に対し有意に作用し、好ましい交互作用を生み出し

ている要因や、ネガティブな作用を及ぼしている要因を特定し、「プロジェクト」の推進や

授業改善のための提言を行う。

（5）共分散構造分析による特定グループ間比較

　�　因子分析により算出された因子得点をベースに、クラスタ分析を行い、それぞれ固有の特

性を有するグループを特定し、グループ間の比較を行うことにより、学習者特性と学習因子

との影響力の違いを明らかにする。これにより、各因子の因果関係や相互関係の有り様から、

調査対象集団における因果モデルを提示し、大阪府の小学校外国語活動と中学校英語教育に

おける実態や特性、及び、課題を明示する。

　なお、本稿においては（３）分散分析までの結果と考察をとりまとめる。

６．分析結果

（1）基本統計量による大阪府内の小学校外国語活動、中学校１年英語学習の概要

　�　小学校５年生6,891名、小学校６年生7,102名、中学校１年生6,884名に対して実施した質問

紙調査項目のうち、多変量解析を行うことを前提として採用した４段階プリコード法による

質問項目のサンプル数、合計、平均値、標準偏差、及び、度数と度数比率を、表３、表４、

表５に示す。
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（表３：小学校５年生基本統計量）
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（表４：小学校６年生基本統計量）
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（表５：中学１年生基本統計量）
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（2）因子分析による固有因子の抽出について

　�　各学年で探索的因子分析を行うことに先立ち、分析から除外すべき項目の有無を確認する

ために、項目分析を実施した。小学校５、６年生においては分析の対象となる22項目の、中

学校１年生においては分析の対象となる23項目の平均値と標準偏差から、それぞれ天井効果

（ceiling effect）とフロア効果（floor effect）の有無を検証した。その結果、天井効果とフロ

ア効果を示す項目が、小学校５、６年生で４項目（項目６、７、９、17）、中学校１年生で

３項目（項目７、９、17）あることが判明した。そこでこれらの項目を以降の分析から除外し、

学年毎の因子分析を実施した。

　�　小学校５、６年生の因子分析においては、18項目に対し「重みなし最小二乗法」による因

子抽出を行い、「Kaiser の正規化を伴うPromax法」による回転を用い、因子の収束を図った

その結果、因子負荷量 .400を基準として解釈可能な因子解をそれぞれ５つ抽出することがで

きた。この時の累積因子寄与率は、それぞれ59.43％（５年生）、61.71％（６年生）であった（５

年生：表６・７・８、６年生：表９・10・11）。

　�　また、各因子を構成する項目間の内的整合性をCronbachのα係数を算出し検定した結果、

小学校５年生においては .79（第Ⅰ因子）から .67（第Ⅴ因子）の値を、小学校６年生におい

ては、.80（第Ⅰ因子）から .64（第Ⅴ因子）の値を示しており、十分な信頼性を有している

ものと判断した。

　�　小学校５年生と６年生の因子分析の結果、各因子を構成する項目が一致しており、表８と

表11に示す通り、同一の因子名を採用することとした。
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　中学校１年生の因子分析においては、対象となる20項目に対し「主成分分析法」による因子

抽出を行い、「Kaiser の正規化を伴うPromax法」による回転を用い、因子の収束を図った。そ

の結果、因子負荷量 .400を基準として解釈可能な因子を５因子解抽出することができた。この

時の累積因子寄与率は、60.19％であった。（表12、13、14）

　また、各因子を構成する項目間の内的整合性をCronbachのα係数により検定した結果、.85（第

Ⅰ因子）から .55（第Ⅴ因子）の値を示しており、十分な信頼性を有しているものと判断した。

　中学校１年生を対象とした因子分析の結果、各因子を構成する質問項目の内容と特性から、

表14に示す因子名を採用することとした。
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（3）分散分析による地域間の有意差について

　市町村間の有意差を検証するために、各因子を構成する項目の平均値を算出したものを下位

尺度得点として用い、一元配置分散分析により、市町村間の有意差を算出する。そのために、

大阪府内を東西南北の４つのブロックに分け、各ブロックを代表する市町村で、被験者数が

150名程度のほぼ同数の４市を抽出し、下位得点毎の一元配置分散分析とそれに基づくFisher

の最小有意差法による多重比較検定を行った。本稿では、外国語活動を開始したばかりの小学

校５年生において有意差が生じているかということを検証する。

　その結果、第Ⅲ因子「理解・表現有能因子」と第Ⅴ因子「インターアクション形成因子」に

おいてそれぞれ１％水準での有意差が確認された。分散分析表と多重比較検定の結果を表15、

16、17、18に示す（抽出した市町村についてはA、B、C、Dで表記してある）。なお、第Ⅰ因子「コ

ミュニケーション志向因子」、第Ⅱ因子「外国・英語好意性因子」、第Ⅳ因子「理解明確化因子」

においては、有意差が確認できなかった。
（表15：理解・表現有能因子による分散分析結果）

（表16：Fisherの最小有意差法による多重比較検定結果　理解・表現有能因子）

（表17：インターアクション形成因子による分散分析結果）

（表18：Fisherの最小有意差法による多重比較検定結果　インターアクション形成因子）
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７．考察と課題

　本稿では、基本統計量、因子分析、分散分析までの結果に基づき、大阪府における小学校外

国語活動、及び、中学１年生における英語学習について考察を行う中で、取り組むべき課題等

を提示する。

（1）外国語活動の授業に対する好意性と中学校英語に対する期待度のギャップ

　�　小学校５、６年生の基本統計量から、児童の英語及び外国語活動に対する好意性（「英語が

好きだ。」「外国語活動の授業は好きだ。」で「どちらかといえば、あてはまる」「あてはまる」の

肯定回答比率）が高くなっている（５年生：73.4％、79.9％、６年生：70.1％、73.5％）ものの、

中学校の英語に対する期待度（「中学校で英語の勉強をすることが楽しみ」）が有意に低くなっ

ている（５年生：54.4％％、６年生：53.0％）。このことは、小中一貫英語教育を推進する上で、

教育行政的にも、各学校での授業実践レベルにおいても、喫緊に検討すべき取り組み課題となる。

（2）英語に対する好意性と授業内容の明確化に対する消極的態度の現れ

　�　基本統計量の分析から、大阪府内の中学校１年生の英語についての好意性を示す指標とし

て、「英語が好きだ」に対する「好きである」「どちらかと言えば好きである」を合わせた肯

定回答は67.1％、また、「英語の授業は好き」に対する肯定回答は67.6％であった。次に、英

語の授業の理解度について、本調査における大阪府内の中学１年生においては、「どちらか

と言えば理解できていない」と「理解できていない」の否定回答比率は17.0％となっている。

　�　これらの結果を評価するための対照となる適切な指標は見あたらない。国が実施した同様

の調査で最新のものは、2004年度小中学校教育課程実施状況調査によるものであるため、厳

密な比較を行うことができないものの、参考までに全国の中学１年生に対する調査結果を示

す。2004年度の全国調査によると、「英語の授業が好きか」に対して、「好きである」「どち

らかと言えば好きである」を合わせた肯定回答比率は、60.5％であった。また、「英語の授業

がどの程度わかるか」に対しては、「わからないことが多い」と「ほとんどわからない」の

否定回答比率が20.5％であった。この参考データから判断して、本調査による大阪府内の中

学１年生の英語学習に対する好意性や理解度は、ほぼ全国レベルに達していると評価しても

よいと考える。

　�　一方、授業内容の理解を明確化することに関わる質問項目（「先生にたずねる」）については、

小学校５、６年生での肯定回答比率はそれぞれ47.4％、42.2％で、否定回答比率のほうが上回っ

ていることが、また、中学１年生では肯定回答比率が55.4％で、それほど高くなっていない

ことが判明した。理解の明確化は、児童生徒の学習不安要因や担当教員とのインターアクショ

ンの在り方や人間関係とも密接に関連するもので、クラスタ分析以降の考察により、他の要

因との関連性を追究する必要がある。
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（3）共通因子解の出現と因果関係の究明

　�　小学校５、６年生、及び、中学１年生において共通因子解として、コミュニケーション志

向因子、表現活動や理解学習に関する自己有能因子、理解明確化因子とインターアクション

形成因子を特定することができた。今後の分析において注目に値するのが、自己有能因子と

他の因子との交互作用や直接・間接効果等の因果関係を解明することである。特に、基本統

計量の分析から明らかになった理解明確化関連項目の平均値が低くなっていることが、どの

ような影響を及ぼしているのかについての分析が待たれるところである。

（4）特定因子の地域間における有意差の問題

　�　本稿では５年生のみではあるが、分散分析の結果、第Ⅲ因子「理解・表現有能因子」と第

Ⅴ因子「インターアクション形成因子」においてそれぞれ１％水準での有意差が確認され、

地域による相違が一部生じ始めている可能性があることが確認できた。特に、第Ⅲ因子は自

己有能感に、第Ⅴ因子は態度要因に関わる因子で、コミュニケーション能力の育成と密接に

結びつくものであることを考慮すると、各市町村が独自に実施している教員研修や教材開発

研究等について、大阪府の教育行政レベルで体系的に取り組まなければならない課題である

と考える。

　本稿においては、「プロジェクト」による調査結果の概要をまとめ、以降の分析のガイドラ

インを示すとともに、大阪府の小学校外国語活動と中学１年生の英語学習に係わる課題を提示

した。今後は、抽出した因子や下位尺度得点に基づき調査対象集団をクラスタに分類し、それ

ぞれのクラスタ特性と因子特性とを掛け合わせながら分析を進める中で、各要因の因果関係や

相互関係等を明らかにする。これにより、「プロジェクト」の推進を図るとともに、大阪府の

英語教育改善に係わる提言をとりまとめる。
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